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価値創造と付加価値管理会計
一ス ル ー プ ッ ト や Ｅ Ｖ Ａ と の 関 連 の 中 で 一

水 野 郎 （関西大学）

Ｉ は じめ に

近 年、 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー を 申 心 と す る 価 値 創 造 経 営 や Ｅ Ｖ Ａ、 ス ル ー
プ ッ ト 会 計 な ど が 各

方面で注目 を浴びてきている。 こうし
た企業経 営の 新たな実践的、 理 論的動向は、 付加 価値会

計 を研究してきたものに対して重要な刺激と示唆 を与え、 とりわけ無関心でいられない状況 を

つ く り 出 し て い る。 企 業 の 価 値 創 造 （Ｖａ１ｕｅ Ａｄｄｅｄ） に 対 す る 期 待 と 注 目 は、 付 加 価 値 会 計 の

新 た な 展 開 を 予 想 さ せ る も の で あ る。イ ン タ ー ネ ッ ト 上 で 著 書 を 公 表 し て い る Ｈｕｍｐｈｒｅｙは、
「将

来 の 会 計 （Ａ Ｆ Ｔ Ｆ ： Ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇ Ｆｏｒ Ｔｈｅ Ｆｕｔｕｒｅ）」 と し て
「付 加 価 値 会 計 の デ ィ ス プ リ ン ・

ア プ ロ ー チ」を 提 唱 し、
「付 加 価 値 管 理 会 計 の 一 つ の 形 式 は、ス タ ー ン ・ ス チ ュ ワ ー ト 杜 の ベ ネ ッ

ト ・ ス チ ュ ワ ー ト 皿 に よ っ て 広 め ら れ て き た Ｅ Ｖ Ａ ア プ ロ ー チ で あ る」 と し て い る。ま た ス ル ー

プット会計は、一面 では直接原価計算の一形態 として把 握することができるが、他面ではスルー

プット概念とその会計が付加 価値概念 （粗付加価値で控除法の場合） とその会計にきわめて類

似していることを理 解することが重要である。 もちろん付加価値概念は生産性の側面だけでは

な く、 同 時 に 分 配 の 側 面 を も 内 包 し て い る と こ ろ に 重 要 な 特 徴 を 持 っ て お り、 こ の 点 で ス ル ー

プッ ト概念と 決定 的に違っ ている。 本稿は、 付加価値管理会計から最近のこうした研究動向に

アプロー チしようと するもの であり、 付加価 値管理会計の豊富な内容をあらためて検討するこ

と を 課 題 と し て い る。

皿 価値創造経営とＥＶＡ

１、 価 値 創 造 経 営 と キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

こ の 数 年、 企 業 の 価 値 創 造 や 株 主 価 値 （Ｓｈａｒｅｈｏ１ｄｅｒ Ｖａ１ｕｅ） 追 求 の 経 営 に 関 す る 著 書 が 相 次

い で 出 版 さ れ て い る が、 そ の 核 心 は 将 来 フ リ ー ・ キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー （ＦＣＦ） の 現 在 価 値 合 計

を企業価 値としてとらえ、 その増大をめ ざそうと するもの である。 企業価値 は株 式の 時価 総額

に反 映され、 それを企業目標にするソフ トバ ンクな どの会 杜も あらわれている。 大和証券や Ｈ

ＯＹ Ａ、 ソニ ーなど有力企 業のホームページにおいても経営目標と して企業価値 につ いて述 べ

ら れ て い る。 ソ ニ ー の２０００年 ３ 月 期 の ア ニ ュ ア ル レ ポ ー ト に お い て 出 井 杜 長 は 次 の よ う に 語 っ
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ている。
「基本的には株主の皆様からの投資に十分 に見合うだけの高い収益性を上げることによ

り、 株
主 の 皆 様 の た め に 企 業 価 値 を 創 造 し て い く こ と が、 事 業 の 原 点 だ と 思 っ て い る」。

２， Ｅ Ｖ Ａ 概 念 と そ の 算 定

Ｅ Ｖ Ａ と は 「企 業 パ フ ォ ー マ ン ス の 基 本 的 な 尺 度」 （Ｓｔｅｗａｒｔ，［１９９１１ｐ．
７４２、 邦 訳 書４３９頁） で

あ り、 ス タ ー ン ・ ス チ ュ ワ ー ト 杜 が 開 発 し、 商 標 登 録
を 行 っ て い る も の で あ る。 こ れ は ま た、

同 杜 の 上 級 副 杜 長 ア ル ・ ア ー バ ー に よ れ ば 「富 の 創 造 の た め の 真 の 鍵」 （Ｅｈｒｂａｒ，Ａ［１９９８１ｐ．１、

邦 訳 書 ３ 頁） で あ り、
「真 の 利 益 の 尺 度 で あ る」 （Ｅｈｒｂａｒ，Ａ［１９９８１ｐ．３、 邦 訳 書５頁） と み な さ れ

て い る。 ス チ ュ ワ ー ト 皿 は、 ア ル ・ ア ー
バ ー の 著 書 の あ と が き で 「本 書 はＥＶＡ が 経 営 の 真 の 革

命であるとの主張から始まる」 と述べている。 計算上 は、 以 下で示すよう に、 税引後営業利益

（ＮＯＰＡＴ）から負債、 株主資本双方に対する適切な資本費用を控除するか、も しく は資本利益

率 （ｒ） と 資 本 コ ス ト （Ｃ
＊） の 間 の ス プ レ ッ ド に、 事 業 に 関 連 す る 投 下 資 本 を 掛 け る こ と に よ っ

て 求 め ら れ る （Ｓｔｅｗａｒｔ，
［１９９１１ｐ．１３７、 邦 訳 書 １

４７ 頁）。

Ｅ Ｖ Ａ ＝ ＮＯＰＡＴ － Ｃ＊× 投 下 資 本 Ｅ Ｖ Ａ ＝ （ｒ － Ｃ＊） × 投 下 資 本

こ の Ｅ Ｖ Ａ は、
一 見 す る と 「１９５０年 代 に Ｇ Ｅ の よ う な 企 業 や 一 部 の 学 者 が 残 余 利 益 （Ｒｅｓｉｄｕａ１

Ｉｎｃｏ ｍｅ） と 呼 ん で 事 業 部 の 成 果 尺 度 に 活 用 し て い た」 （Ｋａｐ１ａｎ，
Ｒ． Ｓ．ａｎ

ｄ Ａ． Ａ． Ａｔ
ｋｉｎｓｏｎ［１９９８］

ｐ．５０６） も の と 類 似 し て い る。 し か し Ｅ Ｖ Ａ は、 田 中 隆 雄 教 授
が 指 摘 さ れ て い る よ う に （田 中

［１９９８１ ５ 頁）、 現 代 フ ァ イ ナ ン ス 理 論 と り わ け 資 本 資 産 価 格 モ
デ ル （Ｃ Ａ Ｐ Ｍ） を 基 礎 に し て、

Ｒ Ｉ よ り 精 緻 な 成 果 尺 度 と な っ て い る。

皿 スルー プッ ト会計 の基本 構造と その意 義

１， Ｔ Ｏ Ｃ と ス ル ー プ ッ ト 会 計

Ｔ Ｏ Ｃ と は
、
１９７０ 年 代 に 開 発 さ れ た 「Ｏ Ｐ Ｔ （Ｏｐｔｉｍｉｚｅｄ Ｐｒｏｄｕｃｔｉｏｎ Ｔｅｃｈｎｏ１ｏｇｙ）」 と 呼 ば れ

た 生 産 ス ケ ジ ユ ー リ ン グ 手 法 を 背 景 と し て、
「ス ル ー プ ッ ト （ｔｈｒｏｕｇｈｐｕｔ）」 の 創 出 と 最 大 化 に

障 害 と な る 制 約 条 件 を 識 別 し、そ れ を 取 り 除 く 改 善
プ ロ セ ス に 焦 点 を 当 て る ア プ ロ ー チ で あ る。

こ の Ｔ Ｏ Ｃ の 発 展 に は
、
① 「 ド ラ ム ・ バ ッ フ ァ ー ・ ロ ー プ （Ｄｒｕ ｍ － Ｂｕｆｆｅｒ－ Ｒｏｐｅ）」 （１９７５ －８５

年）、②
「ス ル ー プ ッ ト の 世 界（Ｔｈｒｏｕｇｈｐｕｔ Ｗ ｏｒ１ｄ）」 （１９８３－９１年）、③

「思 考 プ ロ セ ス（Ｔｈｉｎｋｉ㎎

Ｐｒｏｃｅｓｓｅｓ）」 （１９９０ 年 以 降） の ３ つ の 側 面 が あ る （Ｄｕｇｄａ１ｅ ａｎｄ Ｊｏｎｅｓ，
［１９９６］

，ｐ．
１）。 こ れ ら

についてはわが国でもす でに多くの研 究者 によって紹介されているため、 ここではス ルー
プッ

ト 会 計 に 関 連 す る ② 「ス ル ー プ ッ ト の 世 界」 に 限 定 し て、 そ の 特 徴 を 探 っ て お く。

Ｄｕｇｄａ１ｅ ａｎｄ Ｊｏｎｅｓに よ れ ば、 ス ル ー
プ ッ ト と は、 売 上 高 か ら 販 売 さ れ た 製 品 に 関 連 す る、

会杜外部から購入した材料とサー ビス を控 除して算出さ れる という。 この解釈 であ れ
ばスルー

プ ッ ト は、イ ギ リ ス の
「コ ー ポ レ ー ト ・ レ ポ ー ト」 （ＡＳＳＣ［１９７５］） で 提 案 さ れ た 付 加 価 値 と ま っ



価 値 創 造と 付加 価 値 管理 会 計 ８７

た く 同 じ よ う に 算 定 さ れ る と い う こ と に な る。

２、 スルー
プッ ト会計の計算 構造 と特徴

Ｄｕｇｄａ１ｅ ａｎｄ Ｊｏｎｅｓは、 Ｙｏｓｈｉｋａｗａな ど の ス ル ー プ ッ ト 会 計 の 定 義 を 最 も シ ン プ ル な 定 義 と

し て 紹 介 し、 彼 ら の ス ル ー プ ッ ト 報 告 書 を 例 示 し て い る （Ｄｕｇｄａ１ｅ ａｎｄ Ｊｏｎｅｓ，［１９９６］，ｐ．１１）。

「ス ル ー プ ッ ト 会 計 は、ＪＩＴ の 考 え 方 に 多 く の 点 で 共 鳴 す る 会 計 へ の ア プ ロ ー チ で あ る。 ス ル ー

プッ ト会計 は、 本質的に、 経営者 が利用 可能 な一定の所与の資源を有していることを前提とし

て い る。 こ れ ら は、 現 存 の 建 物、 資 本 設 備、 そ し て 労 働 力 か ら 構 成 さ れ る。 こ れ ら の 資 源 を 使

用しながら、 購入された材料と部品は、 売上収入を生み出すため に加工さ れな けれ ばな らない。

こうしたシナリオ を与えられて、それを実行するために設定される最も適切 な財務目的がスルー

プ ッ ト の 最 大 化 （Ｇｏ１ｄｒａｔｔ ａｎｄ Ｃｏｘ ［１９８４コ） で あ り、 次 の よ う に 定 義 さ れ る。

売上高 一 直接材料費 ＝ スルー プット

他のすべての原価要素は、 固定費であると考えられるので、 この目的は企業 にとっての最大

の利 益を生み出すように経営管理者を動機づけるだろう。」

その他多く の研究者がス ループット会計の計算構造について論 じ、 紹介しているが、 ここで

はそれらについてすべて紹 介できないので、 それらを踏まえながら報告者なりにスルー プッ ト

会 計 の 特 徴 を 整 理 し て お け ば、 以 下 の よ う に な る。

① キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー の 重 視

②発生 主義 より現金 主義 的傾向

③原価 計算 に対 する不信、 否 定的立場

「原 価 計 算 は 生 産 性 の 第 一 の 敵」 （Ｇｏ１ｄｒａｔｔ ａｎｄ Ｃｏｘ ［１９９３］）

④会計システムの簡素化と基本目標への関 心の 集中

⑤部分最適から全体最適へ

⑥コス トの世界からスルー プッ トの世界へ

ｗ 付加価値 管理会 計の基本構造とその意義

１、 付加 価値管理会計の構造と 特徴

付加価値とは「企業 が企業自体と従業員の努力 によって創造された富」 （ＡＳＳＣ［１９７５］ ｐ．４９）

であり、 一般 的には売 上高 から前給付である外部購入の材料やサ」 ビス を控 除して算出される

（控 除法）。ま た各種統 計な どで付加価 値分配項目を加算して付加価値が算出されることもある

（加算法）。 控 除法 による付加価値計算 は、 スルー プッ トの計算ときわ めて よく似て いる。 こう

して算出された付加価値指標 を経営管理のた めに活用 する理論と技法が付加 価値管理 会計であ

る
。
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２、 付加価値と限界利益 （貢献利益）

付加価値概念と直接原価計算にお ける限界利益 ないし貢献利益 概念 との数値 的近似性 は以前

から知られているところであった。 わ が国 にお いて 付加価値 を活用 してき た各 杜の事例 をみて

も限界利益と付加価値は同義あるい は関連させて利用さ れて いた（水野［１９９４］ ２３３～２４６頁）。

このことはイ ギリスでも同様であり、 付加価値と限界利益と を意識的 に結び付 けて経営管理に

利 用 し よ う と す る 傾 向 が み ら れ る （水 野 ［１９９０］、 １９４－１９７頁）。

ところで岡本 清教授は、 その著書
『原価 計算 （５訂版）』 の最後の 章で 「原価計算の過去、 現

在、 将来」 を論じられ、 新たに追加されるべき原価計算の一つと して
「利益配分のための原価

計算」 を構 想され、 貢献利 益と付加価値を結びつけて経営管理に使用している実際の企業を紹

介され、 重 要な参考資料 になるものとして評価されている。 その企業では賃金と賞与を区分し

て成果 配分と しては賞与部分 だけを活用 しているのだが、 実践可能性としてはきわめて高いも

の で あ る。

３、 付 加 価 値 と キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

ま た イ ギ リ ス で は、 か つ て 付 加 価 値 と キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー を 結 び つ け よ う と す る 動 き が あ り、

実 際 に ア ニ ュ ア ル ・ レ ポ ー ト に お い て も 付 加 価 値 ・ 資 金 結 合 計 算 書 が 公 表 さ れ て い た。 当 時 で

は、イ ン グ ラ ン ド・ ウ ェ ー ル ズ 勅 許 会 計 士 協 会 （ＩＣＡＥ Ｗ）の 調 査（Ｓｕｒｖｅｙｏｆｐｕｂ１ｉｓｈｅｄａｃｃｏｕｎｔｓ

１９７７） で 紹 介 さ れ て い た Ｃｏｕｒｔａｕ１ｄｓ杜 が 有 名 で は あ っ た が、１９８６年 の ＵｎｉｔｅｄＢｉｓｃｕｉｔｓ杜 の ア ニ ュ

ア ル ・ レ ポ ー ト で も 連 結 付 加 価 値 ・ 資 金 計 算 書 が 公 表 さ れ て い た （水 野 ［１９９０］ １３６頁）。 こ う

し た 付 加 価 値 と 資 金 計 算 書 と の 結 合 に つ い て、Ｍｏｒ１ｅｙは、
「コ ー ポ ー ト レ ポ ー ト」 （ＡＳＳＣ，１９７５）

の中で提示されていたように、 付加価値計算書において粗付加価値概念が用いられていれば、

その年の減価償 却費と年問留保利 益が一緒に合計され、計算書の 末尾 に表示さ れる こと にな り、

こ の 金 額 は 実 は 会 杜 の 営 業 活 動 に 因 っ て 発 生 し た キ ャ ッ シ ュ ・ イ ン フ ロ ー を 測 定 し、 表 示 す る

こ と に な る と 述 べ、 付 加 価 値 ・ 資 金 結 合 計 算 書 を 例 示 し て い る （Ｍｏｒ１ｅｙ，［１９７８］ｐ．１１０，伊 藤 訳

［１９７８］ １２５～１２７頁）。

Ｖ むす ぴに代えて

付加価値管理会計は、 スルー プッ トやＥＶＡ を含 んで統合 され、 構築さ れなければな らない

で あ ろ う。ま た 従 来 か ら 実 務 で 実 施 さ れ て き た 貢 献 利 益 と の 結 合 も 重 要 で あ る（水 野［１９９０１，［１９９４１、

岡本［１９９４１）。さらに付加価値管理会計 の新 たな展開のためには、つ ぎのような検討課題 が残さ

れ て い る。

１， Ｅ Ｖ Ａ は 誰 の も の か。 す べ て の 生 産 諸 要 素 へ 分 配 し た 結 果 と し て の Ｅ Ｖ Ａ は、 正 味 の 付 加

価 値 と 考 え ら れ る か も し れ な い。 し か し そ の 所 有 は 株 主 だ け で よ い の だ ろ う か。 か つ て の 企
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業体理論との関係 では企業 自体 に帰属 すると いえる。 また中国であらわれてき
た労働者持分

会計な どとの結合 が考 えられな いの だろう か （水 野 ［１９９８コ 参照）。 これは人的資源会計論や

労務出資の会計に関連 してくる が、 黒川行治 教授 の提 案 （黒川［１９９９１） は大変参考になって

くる。 付加価値会計か らの理論的解明が 求め られているように思わ れる。

２ ＥＶＡでは機会原価である自 己資本コス トが認識さ れた が、 労働 の機 会原価 は考慮 しなく

てよいのであろうか。 労働も資本と同様、 過剰と不能率が 間題 になって いる。 かつて 山田保

教授がこの問題を提起されたが （山田［１９８１１）、 まだ解決されていないように思われる。

３ スループットは広義の粗付加価値とも考えられ、 スルー
プッ ト会計は付加価値の生産的側

面 を 表 し て い る。 こ う し た ス ル ー プ ッ ト 会 計 は、 多 く の 優 れ た 特 徴 を も っ て い る が、 成 果 配

分 的、 杜会分配的、 杜会関連的視点を欠いている。 杜会や環境とのコンフリクト を回避させ

る ためにも 杜会との共生と労資の共同体的指向をもつ付加価値会計との結合が必要ではない

だろう か。 京セ ラ会計シス テムは、 ス ルー
プット会計や付加価値管理会計の具体的な適用と

展開の 一形態とも考 えられる。
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